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●　団交を行いました

２月４日、当局との間で団交を行いました。団交要求書をすでに１２月２５日に当局に出していたのですが、具体的な要求項目は、「昇任人事等における任期制の強要について」、「職務業績給の平均的・恒常的アップの要求」、「教員評価制度」についてでした。

　任期制について当局は、昇任をすれば新しい職に就くことになり、新たな雇用契約を結ぶことになるので、あらかじめ任期制への同意を尋ねたものであり、手続き上必要と考えている、法人化によって運営形態が変わったためであると述べましたが、組合は、そもそも法人化以前任期のなかった教員に任期制への同意を求めることは、不利益変更であると主張し、もし仮に不利益変更でないというなら、その法的根拠を示すよう求めたのですが、明確な回答がありませんでした。

　学長は「任期制への同意状況の確認」と「任期制への同意状況も加味した上で」人事委員会へ諮問をするとの文書（平成１９年１１月１４日付）を出していますが、教学の長である学長が、雇用内容にも踏み込んで出されたものです。労働契約である以上、同意によって成り立つのであり勝手に条件変更を押し付けることは許されないとして、改めて学長の出席を要求しました。その結果、この点に関しては、学長の出席も含め、当局が持ち帰って検討するということになりました。

　職務業績給のアップと評価制度に関しては、当局は評価制度の活用方法の交渉に入りたいと述べましたが、まだ評価制度が処遇に反映されることになっていない（処遇への反映は組合との協議事項）、また１９年度の評価は２０年度に反映されないのは明らかであるので、その間の過渡期が凍結状態になることは許されない、職務業績給という部分の内容についても議論しなければならない、教員評価委員会の行っていることはＦＤが中心であり、処遇への反映ということは当然組合との協議ということにとなると組合は主張しました。さらに、よりよい評価制度とするため平成１８年度の試行と平成１９年度の教員評価の結果と問題点を全教員に公表するよう求めました。

　概括的には以上のように団交が行われましたが、団交での問題点整理や今後の運び方に関して、さらに事務折衝をまず行っていくこととなりました。

●　学長の辞任と学長選考のありかたについて

学長は、任期をまだ２年残したまま、３月３１日に退職することが明らかになっています。任期途中で学長が他大学に移るというなどということ自体、前代未聞のことです。

団交でも問題としたように、学長は昨年１１月、「任期制同意状況を加味し」して人事委員会に諮ると、教学の長が経営判断、教員の処遇そのものにかかわる文書を、その職として出しています。そこで今回の団交でも、学長の出席を求めたにもかかわらず出席しなかったことは、無責任という他はありません。

　学長は、「プラクティカルなリベラルアーツ」を述べ、「Toefl500点」といった進級要件を推し進めてきていたわけですが、それらが大学において、うまく機能していないことも明らかになっているこの時点で辞任し、他大学に移るということは、これも無責任という以外の何物でもありません。

　また、横浜市立大学の標語のひとつに「学生中心」ということが掲げられているにもかかわらず、学長の辞任に関して、学生全体に向けての説明が現在に至るまで何らなされないということは、きわめて大きな問題であると考えます。

　そもそも学長は、学長選考委員会が選び理事長が任命するということになっています。教員は１５名の推薦をもって学長候補者を推薦できるということにはなっていますが、選考は、わずか６名の選考委員会（学外委員、事務局長、副学長等）において行われるわけです。選考委員会には、教員としては副学長が入っていますが、それらの副学長は教員によって選ばれたわけではなく学長が任命した者です。

　横浜市立大学における学長の選び方は、一般の教員の意思が反映される制度になっていません。このような選考方法をとる限り、誰が学長になっても、それが広く教員によって支持されることにはなりません。端的に言えば、非民主的な選び方しかされていないからです。これは横浜市立大学の大学全体としての発展にとっての大きな障害となることは明らかです。学長の選考にあたっては、大学全体の教員の意向が曖昧なかたちではなく明確に反映されるものでなければならないと考えます。

●　教員の担当科目の変更に関しては担当教員の意思確認を

この間、教員の担当科目が、担当教員の了解を得ないまま、変更などが行われているという事例があるということが数学担当の教員から組合に知らされ、執行委員会でも議論しました。科目の改編・改廃などは、本来であれば教授会の重要な審議事項であるはずですし、学生の教育にも大きな影響を及ぼします。法人化以降、教授会が、学校教育法、大学設置基準による本来の機能を果たしていないためにこのような問題が起こっていると思われますが、教員の担当科目の変更・改変・改廃は、教員配置の変更を伴うことにもなり、それは教員の働く場そのものの問題であり、任期制の枠組みの中では、分限免職にもつながりうる可能性があるということから、組合としても座視できない問題と考えています。
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